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1. は じ め に

2008年の米国におけるサブ・プライム問題に端を発した世界同時不況

により, 日本においても多くの企業が影響を受け, 特に電機や自動車では

2009年 3月期に赤字決算となった企業が多く見られた｡ そのような状況

下で投資枠が限られる中, 先進的な企業は地球環境保全に役立つ新製品や
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�論 文〉

環境保全活動と組織マネジメント

角 田 光 弘

要 約

｢環境マネジメントありき｣ の議論ではなく, 経営学の企業観や企業の

社会的責任を踏まえた上で, 企業の環境保全活動と持続的競争優位の構築

に向けて求められる組織マネジメントのあり方に関する仮説を構築し,

2010年 1月に実施の東京証券取引所市場第一部, 第二部の上場企業と未

上場の特定大手企業向けのアンケート調査に基づき, 共分散構造分析手法

により検証した｡

その結果, ｢トップがその役割を果たすことや風通しの良い組織風土が,

企業の環境保全活動の推進に直接的に貢献すること｣, ｢トップやミドルが

その役割を果たすことが, 風通しの良い組織風土を通じて, 企業の環境保

全活動の推進に貢献すること｣ が実証された｡

キーワード：企業の社会的責任, 環境保全活動, 持続的競争優位, 組織マ

ネジメント, トップの役割, ミドルの役割, 人材マネジメン

ト, 風通しの良い組織風土



新事業の開発を重視するなどの環境保全活動により一層積極的に取り組む

ことで, 持続的競争優位の構築を目指していると考えられる｡

また, 地球環境保全に関する各種報道の近年の盛り上がりや, 家電エコ

ポイント制度やエコカー減税制度, エコカー補助金制度などが 2009年に

導入されるなど, 消費者の地球環境に優しい製品 (環境配慮型製品) に対

する関心もかつてない程高まっていると考えられる｡

これらの通り, 地球環境保全に対する企業や消費者の関心がかつてない

程高まっていると考えられる今日こそ, ｢環境マネジメントありき｣ の議

論ではなく, ｢企業の環境保全活動の推進と持続的競争優位の構築に向け

て求められる組織マネジメントのあり方｣ について改めて考察する必要が

あるのではないか｡ 従来のこの分野の実証研究は, 企業の環境保全活動と

競争優位性との関係について, マネジメント要因の 2変数間についての関

係性の分析が多く, 媒介変数などを含めた多変数間の相互の関係性 (多対

多の関係性) についての考察がさらに必要ではないか｡

以上のような問題意識に基づき, 本稿では, まず経営学の視点からの企

業の捉え方, 持続的競争優位の構築に向けた組織マネジメントの捉え方に

ついて考察する｡ 次に, 企業の環境保全活動の領域の捉え方と環境保全活

動の推進に向けた課題について考察した上で, 2010年 1月に実施の東京

証券取引所市場第一部, 第二部の上場企業と未上場の特定大手企業向けの

アンケート調査に基づき, 企業の環境保全活動への取り組みについての現

状分析を行う｡ それらを踏まえた上で, 企業の環境保全活動の推進に向け

て求められる組織マネジメントのあり方に関する仮説を構築する｡ その上

で, 同アンケート調査に基づく共分散構造分析手法による仮説の検証を通

して, 企業の環境保全活動の推進に貢献するマネジメント要因の多変数間

の相互の関係性 (多対多の関係性) を探究しようとするものである｡
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2. 経営学の視点からの企業の捉え方

企業は, 第一に主として製品やサービスを生産・販売する組織と考えら

れる｡ 具体的には, 企業は顧客に製品やサービスを提供し, それらの価値

が認められることによって経済的対価を得ると共に, 得られた経済的対価

に基づき, 従業員への給料や株主への配当を支払い, 事業への投資 (研究

開発, 生産設備, 人材開発など) を行っている｡

第二に, 企業は社会と様々にかかわりあう組織と考えられる｡ 具体的に

は, 企業は従業員を雇用し, 競合他社と競争し, 戦略的提携先と協業し,

供給業者 (サプライヤー) から部品などの提供を受け, 金融機関から資金

提供を受け, 企業市民として政府や地方自治体へ税金を支払い, 環境保全

活動への取り組みや社会奉仕活動が求められている｡

以上の企業の特性を踏まえると, 企業の社会的責任とは, 主として製品

やサービスを生産・販売する活動を通して社会に対して新たな価値を提供

すると共に, そのような事業活動を通して得られる経済的対価を多様なス

テイクホルダー (Stakeholder, 利害関係者／顧客, 従業員, 株主, 供給

業者, 地域社会, 地球環境など) に対して, 公正に還元することと考えら

れる｡

また, 企業が上記の通りの社会的責任を果たすためには, 多様なステイ

クホルダーの利害を満たす上で, 長期に渡り存続 (維持・発展／Going

Concern) しなければならないと考えられる｡ 従って, 企業の目的は長期

に渡る存続であり, 利潤の追求はあくまでも企業の目的である長期に渡る

存続を実現していくための手段と考えられる｡ その理由は, 企業が万一経

営破綻をしてしまうと, 事業活動を通して社会に対して新たな価値を提供

することや, 事業活動を通して得られる経済的対価を多様なステイクホル

ダーに対して公正に還元することができなくなるからである｡
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3. 持続的競争優位の構築に向けた組織マネジメントの捉え方

本節では, 2節を踏まえ, 企業を取り巻く環境の変化が益々激化, 複雑

化していると考えられる今日, 持続的競争優位の構築に向けた組織マネジ

メントの捉え方についての考察を行う｡

伝統的な経営戦略論1) が提唱する組織マネジメントは, 企業を取り巻く

環境の変化が緩やかであることを暗黙裡に前提とし, トップが戦略や計画

を策定し, その実行は組織が行い, 実行の成果を部門別に厳しく管理する

というものであった｡ このような組織マネジメントの下では画一的な従業

員の行動が要求されているために, 従業員は過去に取り組んできた職務を

当然のこととして受け止め, 企業を取り巻く環境が激しく変化していたと

しても別のやり方で職務を行うことは難しくなる｡ そのために従業員の自

己変革能力はそがれ, 企業の組織全体の自己認識能力を欠くことになり,

ひいては競争優位を失うことになってしまう2) と考えられる｡

これに対し, 企業を取り巻く環境の変化が益々激化, 複雑化していると

考えられる今日, 組織マネジメントに求められるのは, 過去の成功体験に

囚われることなく, そのような変化に適切に対処していこうとする戦略経

営3) の視点である｡ これはトップのアイディアだけでは戦略構築は困難で

あり, トップのビジョンや戦略的意図の下で, 従業員からの創造的なアイ

ディアや活動を引き出し, 組織学習を推進していくことが新たな戦略形成

にとって極めて重要との考え方である｡

またそのような今日において, 企業が持続的競争優位を構築するために

は, 顧客に支持され, かつ競合他社が模倣できないような新製品や新事業

を継続的に市場に提供できるような組織能力を構築する必要があると考え

られる｡ この場合の顧客に支持され, かつ競合他社が模倣できないような

新製品や新事業とは, 単に特定の部門に存在している技術やノウハウ, 知
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識などを移転させて創り出せるような製品や事業ではなく, 様々な部門に

存在する技術やノウハウ, 知識などが融合されて生み出される製品や事

業4) を意味している｡

4. 企業の環境保全活動の領域の捉え方と環境保全活動の

推進に向けた課題

本節では, 2, 3節を踏まえ, 企業の環境保全活動の領域の捉え方と環境

保全活動の推進に向けた課題についての考察を行う｡

� 企業の環境保全活動の領域の捉え方

企業の環境保全活動への取り組みとして具体的に考えられてきた主なも

のは, 3 R (Reduce (廃棄物の発生抑制や削減), Reuse (再利用),

Recycle (再生利用)), 環境報告書の作成と公表, ISO 14001の認証取得,

グリーン購入 (地球環境保全に貢献する製品・部品の購入), 環境会計

(企業の環境配慮についての費用と便益を金額もしくは物量で表示する会

計), ライフサイクル・アセスメント (製品の設計段階から廃棄に至る全

ての段階を通しての総合的環境影響の評価), エコ・デザイン (環境に配

慮した製品設計) など5) である｡

このような企業の環境保全活動に対しては, 以下の 3つの領域で捉える

ことができると考えられる｡

第一の領域は, ブラック・ソーンである｡ この領域は, 環境保全活動の

ための法規制により, 順守しなければならない領域6) (コンプライアンス

の領域) である｡ また, 顧客や見込み客から認証制度 (ISO 14001など)

の取得を取引条件に求められる場合には, 必ず取り組み, 認証取得しなけ

ればならない領域と考えられる｡

第二の領域は, グレイ・ゾーンである｡ この領域は, リサイクル問題や
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土壌汚染など社会の強い合意が得られ, 近い将来法律化されるような領

域7) と考えられる｡ この領域に対しては, 社会の強い要請があるため, 企

業は自発的かつ積極的に取り組むべき領域8) と考えられる｡ この領域の問

題解決を図るための投資 (研究開発など) の結果如何では, 新製品や新事

業の開発, ひいては持続的競争優位の構築に貢献できる可能性があるため,

この領域のどのような問題にいつ, どれだけ積極的に取り組むのかはトッ

プの戦略的意思決定の問題と考えられる｡

第三の領域は, ホワイト・ゾーンである｡ この領域は, 現段階では緊急

に求められるものではないものの, 将来的には解決に取り組まなければな

らないような領域9) と考えられる｡ グレイ・ゾーンと同様に, この領域の

どのような問題にいつ, どれだけ積極的に取り組むのかはトップの戦略的

意思決定の問題と考えられる｡

� 企業の環境保全活動の推進に向けた課題

企業の環境保全活動の推進に向けた課題とは, 2節で考察の企業の社会

的責任や企業の目的を踏まえると, 環境保全活動への取り組みと, 収益性

や製品の品質・コスト・納期 (QCD／Quality, Cost, Delivery) との両

立を図ることと考えられる｡ この課題こそが, 企業の環境マネジメントの

あり方を示しており, 企業市民として社会から環境保全活動への取り組み

を求められているからといって, 企業は全ての領域の環境保全活動へ取り

組むことができるものではないと考える｡ その理由は, グレイ・ゾーン,

ホワイト・ゾーンの領域の問題解決のための投資負担が過大になれば, 最

悪の場合企業は存続できなくなり, 企業の社会的責任を果たせなくなって

しまうことである｡

また, 環境保全活動を推進していく上で企業に求められることは, 3節

で考察の持続的競争優位の構築に向けた組織マネジメントの捉え方を踏ま

えると, 組織をあげて知の結集を図ることに尽きると考えられる｡ 具体的
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には環境マネジメントに対するビジョンや戦略的意図をトップが組織に提

示し, 浸透させ, 従業員からの創造的なアイディアや活動を十二分に引き

出し, 企業内外の様々な部門に存在する環境保全活動の推進に向けた技術

やノウハウ, 知識などを融合させるような組織マネジメントを行うことで

あると考える｡

5. 企業の環境保全活動への取り組みについての現状分析

本節では, 4節で考察の企業の環境保全活動の領域の捉え方に関し,

2010年 1月に実施の東京証券取引所市場第一部, 第二部の上場企業と未

上場の特定大手企業向けのアンケート調査10) に基づき, 企業の環境保全

活動への取り組みについての現状分析を行う｡

� 東京証券取引所市場第一部, 第二部の上場企業と未上場の特定大手

企業向けのアンケート調査の概要

今回のアンケート調査の対象企業は東京証券取引所市場第一部, 第二部

の上場企業と未上場の特定大手企業の 1,786社であり, 2010年 1月 4日に

発送し, 1月末日までに郵送により回収した｡ なお, アンケート回答企業

は 276社 (回答企業の属性は表 1の通り) であり, 回収率は 15.5％である｡

� 企業の環境保全活動への取り組み

今回のアンケート調査では, 各質問項目について 6段階 (｢1：あまり前

向きとは言えない｣～｢6：十分に前向きに取り組んでいる｣；数値が高くな

るにつれて肯定度が高くなる) で企業から回答を得ており, その結果は表

2の通りである｡

｢3 R (Reduce (廃棄物の発生抑制や削減), Reuse (再利用), Recycle

(再生利用))｣ (有効回答数：�� 274) に関しては, 必ずしも前向きに取
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表 1 回答企業の属性とその社数

業 種 B to B企業 B to B ＆
B to C企業 B to C企業 合 計

電 気 機 器 22 11 0 33

建 設 業 17 13 2 32

卸 売 業 27 2 2 31

化 学 16 3 3 22

機 械 19 1 0 20

小 売 業 0 3 14 17

食 料 品 0 2 13 15

輸 送 用 機 器 10 2 1 13

繊 維 製 品 4 1 3 8

金 属 製 品 7 0 1 8

電 力・ガ ス 業 1 6 0 7

サ ー ビ ス 業 5 1 1 7

精 密 機 器 4 1 0 5

ガ ラ ス・土 石 製 品 5 0 0 5

陸 運 業 1 0 3 4

不 動 産 業 2 0 2 4

鉄 鋼 3 1 0 4

ゴ ム 製 品 2 2 0 4

非 鉄 金 属 3 0 0 3

パ ル プ・紙 3 0 0 3

空 運 業 1 0 1 2

医 薬 品 1 1 0 2

鉱 業 1 0 0 1

そ の 他 製 品 8 4 5 17

企業名を明示しない回答企業 9

総 計 162 54 51 276

注１. 業種分類は 『会社四季報 2009年 4集秋』 (東洋経済新報社) の業種分類に基づく｡

注２. B to B企業とは, 中間財, 資本財としての製品, サービスの年間売上高に占める割

合が概ね 90％以上と考えられる企業である｡

注３. B to C企業とは, 最終製品と考えられる一般消費者向け製品, サービスの年間売上

高に占める割合が概ね 90％以上と考えられる企業である｡

注４. B to B ＆ B to C企業とは, 上記注 2, 3以外の企業である｡



り組んでいるとは言えない企業 (スコア 1, 2)11) は 3.6％, 前向きに取り組

んでいるともいないとも言い切れない企業 (スコア 3, 4)12) は 23.7％, 前

向きに取り組んでいる企業 (スコア 5, 6)13) は 72.7％であった｡

｢環境報告書の作成と公表｣ (有効回答数：�� 275) に関しては, 同様

に (スコア 1, 2) の企業は 25.9％, (スコア 3, 4) の企業は 15.6％, (スコ

ア 5, 6) の企業は 58.5％であった｡

｢グリーン購入｣ (有効回答数：�� 275) に関しては, 同様に (スコア
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表 2 企業の環境保全活動への取り組み

あまり前向きとは言えない １－２－３－４－５－６ 十分に前向きに取り組んでいる

1 2 3 4 5 6 回答数

3 R (Reduce, Reuse,

Recycle)

0.7％ 2.9％ 4.7％ 19.0％ 42.0％ 30.7％ 274

3.6％ 23.7％ 72.7％ 100.0％

環境報告書の作成と公表
12.4％ 13.5％ 9.1％ 6.5％ 20.7％ 37.8％ 275

25.9％ 15.6％ 58.5％ 100.0％

グ リ ー ン 購 入
2.9％ 7.6％ 11.6％ 27.3％ 28.7％ 21.8％ 275

10.5％ 38.9％ 50.5％ 99.9％

環 境 会 計
16.1％ 21.2％ 15.0％ 20.9％ 16.8％ 9.9％ 273

37.3％ 35.9％ 26.7％ 99.9％

ラ イ フ サ イ ク ル・

ア セ ス メ ン ト

7.4％ 20.0％ 17.8％ 27.8％ 17.8％ 9.3％ 270

27.4％ 45.6％ 27.1％ 100.1％

エ コ・デ ザ イ ン
5.7％ 14.7％ 15.5％ 29.1％ 22.3％ 12.8％ 265

20.4％ 44.6％ 35.1％ 100.1％

推進専門部署の設置
4.3％ 6.2％ 5.1％ 15.2％ 33.7％ 35.5％ 276

10.5％ 20.3％ 69.2％ 100.0％

従業員への啓発活動
1.1％ 2.2％ 10.3％ 22.1％ 38.2％ 26.1％ 272

3.3％ 32.4％ 64.3％ 100.0％

グループ企業の環境

保全活動のサポート

4.1％ 11.1％ 14.1％ 30.0％ 23.7％ 17.0％ 270

15.2％ 44.1％ 40.7％ 100.0％



1, 2) の企業は 10.5％, (スコア 3, 4) の企業は 38.9％, (スコア 5, 6) の

企業は 50.5％であった｡

｢環境会計｣ (有効回答数：�� 273) に関しては, 同様に (スコア 1, 2)

の企業は 37.3％, (スコア 3, 4) の企業は 35.9％, (スコア 5, 6) の企業は

26.7％であった｡

｢ライフサイクル・アセスメント｣ (有効回答数：�� 270) に関しては,

同様に (スコア 1, 2) の企業は 27.4％, (スコア 3, 4) の企業は 45.6％,

(スコア 5, 6) の企業は 27.1％であった｡

｢エコ・デザイン｣ (有効回答数：�� 265) に関しては, 同様に (スコ

ア 1, 2) の企業は 20.4％, (スコア 3, 4) の企業は 44.6％, (スコア 5, 6)

の企業は 35.1％であった｡

｢推進専門部署の設置｣ (有効回答数：�� 276) に関しては, 同様に

(スコア 1, 2) の企業は 10.5％, (スコア 3, 4) の企業は 20.3％, (スコア 5,

6) の企業は 69.2％であった｡

｢従業員への啓発活動｣ (有効回答数：�� 272に関しては, 同様に (ス

コア 1, 2) の企業は 3.3％, (スコア 3, 4) の企業は 32.4％, (スコア 5, 6)

の企業は 64.3％であった｡

｢グループ企業の環境保全活動のサポート｣ (有効回答数：�� 270) に

関しては, 同様に (スコア 1, 2) の企業は 15.2％, (スコア 3, 4) の企業

は 44.1％, (スコア 5, 6) の企業は 40.7％であった｡

以上の結果から, ｢3 R (Reduce (廃棄物の発生抑制や削減), Reuse

(再利用), Recycle (再生利用))｣, ｢環境報告書の作成と公表｣, ｢グリー

ン購入｣, ｢推進専門部署の設置｣, ｢従業員への啓発活動｣ に関しては (ス

コア 5, 6) がいずれも 50.0％を超えており (それぞれ 72.7％, 58.5％, 50.5

％, 69.2％, 64.3％), 過半数の企業が前向きに取り組んでいると考えられ

る｡ その一方で, ｢環境会計｣, ｢ライフサイクル・アセスメント｣, ｢エコ・

デザイン｣, ｢グループ企業の環境保全活動のサポート｣ に関しては (スコ
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ア 5, 6) が多くても 40.0％強であり (それぞれ 26.7％, 27.1％, 35.1％,

40.7％), これらへの取り組みが必ずしも拡がっているとは言えないと考

えられる｡

� 環境保全活動へ取り組む上での課題

各質問項目について 6段階 (｢1：当てはまらない｣～｢6：当てはまる｣；

数値が高くなるにつれて肯定度が高くなる) で企業から回答を得ており,

その結果は表 3の通りである｡

― 63―

表 3 企業の環境保全活動への取り組む上での課題

当てはまらない １－２－３－４－５－６ 当てはまる

1 2 3 4 5 6 回答数

従業員の環境保全活動

に対する認識度合い

2.5％ 15.9％ 17.8％ 30.1％ 27.2％ 6.5％ 276

18.4％ 47.9％ 33.7％ 100.0％

グループ企業の環境保全

活動に対する認識度合い

3.3％ 18.0％ 18.4％ 30.1％ 25.4％ 4.8％ 272

21.3％ 48.5％ 30.2％ 100.0％

取引先の環境保全活動

に対する認識度合い

1.8％ 14.5％ 24.3％ 31.5％ 21.4％ 6.5％ 276

16.3％ 55.8％ 27.9％ 100.0％

専門スタッフの不足
4.3％ 14.1％ 18.5％ 29.7％ 25.7％ 7.6％ 276

18.4％ 48.2％ 33.3％ 100.0％

技術, 知識, ノウハウ

の 不 足

3.3％ 19.2％ 19.2％ 33.7％ 19.9％ 4.7％ 276

22.5％ 52.9％ 24.6％ 100.0％

資 金 不 足
6.2％ 14.9％ 25.0％ 23.9％ 20.7％ 9.4％ 276

21.1％ 48.9％ 30.1％ 100.0％

コストの価格転嫁の

難 し さ

3.6％ 6.5％ 10.1％ 24.6％ 36.6％ 18.5％ 276

10.1％ 34.7％ 55.1％ 100.0％

行政上のサポート
4.0％ 12.7％ 28.6％ 25.4％ 24.3％ 5.1％ 276

16.7％ 54.0％ 29.4％ 100.0％



｢従業員の環境保全活動に対する認識度合い｣ (有効回答数：�� 276)

に関しては, あまり当てはまらない企業 (スコア 1, 2) は 18.4％, 当ては

まらないとも当てはまるとも言い切れない企業 (スコア 3, 4) は 47.9％,

より当てはまる企業 (スコア 5, 6) は 33.7％であった｡

｢グループ企業の環境保全活動に対する認識度合い｣ (有効回答数：��

272) に関しては, 同様に (スコア 1, 2) の企業は 21.3％, (スコア 3, 4)

の企業は 48.5％, (スコア 5, 6) の企業は 30.2％であった｡

｢取引先の環境保全活動に対する認識度合い｣ (有効回答数：�� 276)

に関しては, 同様に (スコア 1, 2) の企業は 16.3％, (スコア 3, 4) の企

業は 55.8％, (スコア 5, 6) の企業は 27.9％であった｡

｢専門スタッフの不足｣ (有効回答数：�� 276) に関しては, 同様に

(スコア 1, 2) の企業は 18.4％, (スコア 3, 4) の企業は 48.2％, (スコア 5,

6) の企業は 33.3％であった｡

｢技術, 知識, ノウハウの不足｣ (有効回答数：�� 276) に関しては,

同様に (スコア 1, 2) の企業は 22.5％, (スコア 3, 4) の企業は 52.9％,

(スコア 5, 6) の企業は 24.6％であった｡

｢資金不足｣ (有効回答数：�� 276) に関しては, 同様に (スコア 1, 2)

の企業は 21.1％, (スコア 3, 4) の企業は 48.9％, (スコア 5, 6) の企業は

30.1％であった｡

｢コストの価格転嫁の難しさ｣ (有効回答数：�� 276) に関しては, 同

様に (スコア 1, 2) の企業は 10.1％, (スコア 3, 4) の企業は 34.7％, (ス

コア 5, 6) の企業は 55.1％であった｡

｢行政上のサポート｣ (有効回答数：�� 276) に関しては, 同様に (ス

コア 1, 2) の企業は 16.7％, (スコア 3, 4) の企業は 54.0％, (スコア 5, 6)

の企業は 29.4％であった｡

以上の結果から, 環境保全活動へ取り組む上での課題として最も認識さ

れているのは, 環境保全活動への取り組みと収益性との両立に直結する
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｢コストの価格への転嫁の難しさ｣ (スコア (5, 6), 55.1％) である｡ 以下

は ｢従業員の環境保全活動に対する認識度合い｣ (同 33.7％), ｢専門スタッ

フの不足｣ (同 33.3％), ｢グループ企業の環境保全活動に対する認識度合

い｣ (同 30.2％), ｢資金不足｣ (同 30.1％), ｢行政上のサポート｣ (同 29.4

％), ｢取引先の環境保全活動に対する認識度合い｣ (同 27.9％), ｢技術,

知識, ノウハウの不足｣ (同 24.6％) の順に続いている｡

� ISO 14001の認証取得理由

ISO 14001 (有効回答数：�� 274) に関しては 84.3％の企業が認証取

得済みであり, 認証取得理由項目について 6 段階 (｢1：当てはまらな

い｣～｢6：当てはまる｣；数値が高くなるにつれて肯定度が高くなる) で企

業から回答を得ており, その結果は表 4の通りである｡

｢取引先の拡大や取引先との取引量の拡大を期待｣ (有効回答数：��

236) に関しては, あまり当てはまらない企業 (スコア 1, 2) は 18.2％,
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表 4 ISO 14001の認証取得理由

当てはまらない １－２－３－４－５－６ 当てはまる

1 2 3 4 5 6 回答数

取引先の拡大や取引先と

の取引量の拡大を期待

8.5％ 9.7％ 11.0％ 25.0％ 26.3％ 19.5％ 236

18.2％ 36.0％ 45.8％ 100.0％

取引先からの依頼
20.4％ 13.2％ 13.6％ 17.0％ 19.6％ 16.2％ 235

33.6％ 30.6％ 35.8％ 100.0％

イメージアップやブラ

ンド力の向上を期待

0.4％ 2.1％ 3.0％ 21.7％ 38.3％ 34.5％ 235

2.5％ 24.7％ 72.8％ 100.0％

従業員のモラールの

向 上 を 期 待

0.8％ 1.7％ 3.4％ 28.0％ 40.3％ 25.8％ 236

2.5％ 31.4％ 66.1％ 100.0％

生産性の向上を期待
6.8％ 4.7％ 14.1％ 36.3％ 23.1％ 15.0％ 234

11.5％ 50.4％ 38.1％ 100.0％



当てはまらないとも当てはまるとも言い切れない企業 (スコア 3, 4) は

36.0％, より当てはまる企業 (スコア 5, 6) は 45.8％であった｡

｢取引先からの依頼｣ (有効回答数：�� 235) に関しては, 同様に (ス

コア 1, 2) の企業は 33.6％, (スコア 3, 4) の企業は 30.6％, (スコア 5, 6)

の企業は 35.8％であった｡

｢イメージアップやブランド力の向上を期待｣ (有効回答数：�� 235)

に関しては, 同様に (スコア 1, 2) の企業は 2.5％, (スコア 3, 4) の企業

は 24.7％, (スコア 5, 6) の企業は 72.8％であった｡

｢従業員のモラールの向上を期待｣ (有効回答数：�� 236) に関しては,

同様に (スコア 1, 2) の企業は 2.5％, (スコア 3, 4) の企業は 31.4％,

(スコア 5, 6) の企業は 66.1％であった｡

｢生産性の向上を期待｣ (有効回答数：�� 234) に関しては, 同様に

(スコア 1, 2) の企業は 11.5％, (スコア 3, 4) の企業は 50.4％, (スコア 5,

6) の企業は 38.1％であった｡

以上の結果から, ISO 14001の認証取得理由として最も大きなものは

｢イメージアップやブランド力の向上を期待｣ ((スコア 5, 6), 72.8％) で

ある｡ 以下は, ｢従業員のモラールの向上を期待｣ (同 66.1％), ｢取引先の

拡大や取引先との取引量の拡大を期待｣ (同 45.8％), ｢生産性の向上を期

待｣ (同 38.1％), ｢取引先からの依頼｣ (同 35.8％) の順に続いている｡ こ

れらのことは, 企業の環境保全活動への取り組みが単にブラック・ゾーン

の領域に留まらず, むしろ ISO 14001の認証取得への取り組みを持続的

競争優位の構築に活かそうとする企業の姿勢の表れと考えられる｡

6. 環境保全活動の推進に向けて求められる組織マネジメン

トのあり方に関する仮説の構築と検証

5節までの考察を踏まえ, 環境保全活動の推進に向けて求められる組織
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マネジメントのあり方に関して, 組織マネジメントを具体的に構成する要

因 (マネジメント要因) と考えられるトップ, ミドル, 人材マネジメント,

組織風土の視点でそれぞれ仮説を以下の通り構築し, 今回のアンケート調

査に基づく共分散構造分析手法により, 仮説を検証する｡

� 環境保全活動の推進に向けて求められる組織マネジメントのあり方

に関する仮説の構築

仮説１ 企業の環境保全活動の推進には, トップがその役割を果たすこ

とが貢献する｡ なお, トップの役割とは, 環境マネジメントに対する

ビジョンを明確に提示し, 従業員の間に浸透させること, 環境配慮型

製品開発に対し, トップ自らが手厚いサポートを行うことを指すもの

とする｡

企業を取り巻く環境の変化が益々激化, 複雑化している今日, 過去の成

功体験に囚われていては, 持続的競争優位の構築を企業は望むべくもない｡

そのような状況下で, 企業の競争優位性に多大な影響を与えると考えられ

る環境保全活動の推進に向けてトップに求められることは, トップが自ら

の役割を果たし, 環境マネジメントに対するビジョンを明確に提示し, 従

業員の間に浸透させることと考えられる｡ さらには, 企業の事業活動の根

幹にかかわる環境配慮型製品開発に対し, トップ自らが手厚いサポートを

行うことと考えられる｡

その理由は, 第一に, トップが環境マネジメントに対するビジョンや戦

略的意図を明確に提示することにより, ミドルや従業員は経営戦略を形成,

実行していく過程で環境保全活動の重要性をより一層認識し, 環境保全活

動の推進に向けて自己に与えられた業務の意義を理解するようになると考

えられることである｡

第二に, トップが環境配慮型製品開発に対し, 手厚いサポートを行うこ
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とにより, 様々な環境保全活動の中で企業の競争優位性に直結する環境配

慮型製品開発の優先順位の高さを組織内に示すことになり, その結果当該

企業は環境配慮型製品開発に対して, 戦略的経営資源 (ヒト (人材), モ

ノ (生産設備), 金 (資金)) を手厚く配分する可能性が高まると考えられ

ることである｡

仮説２ 企業の環境保全活動の推進には, ミドルがその役割を果たすこ

とが貢献する｡ なお, ミドルの役割とは, 具体的には以下を指すもの

とする｡ すなわち, 環境マネジメントに対するトップのビジョンを自

部門に浸透させること, 環境マネジメントの推進に関する部下の創造

性を引き出し, 部下からの提案をトップに後押しすること, またミド

ル自身もトップに対し提案すること (以上はミドルの上下のコミュニ

ケーターの役割), 環境マネジメントの推進に向けて異部門交流を図

ること (以上はミドルの左右のコミュニケーターの役割) である｡

今日のミドルに求められている役割は, かつてのような中間管理職では

なく, 組織における上下・左右のコミュニケーターの役割と考えられる｡

ミドルの上下のコミュニケーターの役割とは, トップによる環境マネジ

メントに対するビジョンや戦略的意図を自部門なりに解釈し, 部下への浸

透を図ることである｡ また, 環境保全活動の推進に向けて, 部下の創造性

を引き出したり, 部下が提案してきた創造的なアイディアや活動をトップ

に対して後押しをしたりすることである｡ さらには, ミドル自身も環境保

全活動の推進に向けて, トップに対して創造的なアイディアや活動を提案

することである｡

また, ミドルの左右のコミュニケーターの役割とは, 部門間の壁を排し,

異部門の技術, ノウハウ, 知識を統合すべく, 組織横断活動の先頭に立つ

ことである｡ その理由は, 環境配慮型製品開発に際して, 異部門の技術,
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ノウハウ, 知識の統合ができればできるほど, それだけ競合他社に模倣さ

れにくい創造的な新製品や新事業を市場に提供できる可能性が高まると考

えられることである｡

仮説３ 企業の環境保全活動の推進には, 人材マネジメントが機能して

いることが貢献する｡ なお, 人材マネジメントとは, 具体的には以下

を指すものとする｡ すなわち, 環境配慮型製品開発に対する結果や個

人の貢献度ばかりではなく, プロセスやチームとしての貢献度が評価

されることである｡ さらには, 前向きな失敗に対する寛容な評価, 人

事評価結果の説明や目標設定に関して, 上司と部下の間で合意がなさ

れること, 目標設定に関して, 環境マネジメントに関する項目が盛り

込まれること, 目標が達成できなかった従業員に対する組織としての

フォローアップがなされることである｡

日本企業の人材マネジメントに目標管理制度としての成果主義が導入さ

れるようになったのは, バブル経済崩壊以降の 1990年代からと考えられ

る｡ 導入が進むにつれて, ｢業務目標の設定が安易｣, ｢個人や組織の能力

構築につながっていない｣, ｢先輩が若手を育てなくなった｣, ｢賃金カット

や人員整理のための言い訳作りではないか｣ などの問題点が指摘されるよ

うになり, これまでに様々な改善がなされてきた｡ その主なものは, 業務

目標の達成に向けたプロセスやチームとしての貢献度を評価すること, 目

標設定や評価への納得性を高めるために上司と部下の合意がなされること,

目標が達成できなかった従業員に対する組織としてのフォローアップなど

である｡

以上の動向に着目すると, 環境配慮型製品開発に対する評価についても

同様に, 業務目標の達成に向けたプロセスやチームとしての貢献度を評価

することが必要と考えられる｡ また, 環境保全活動の推進に向けて, 部門
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や個人の業務目標に対して, 環境マネジメントに関する項目が盛り込まれ

ることが必要と考えられる｡

仮説４ 企業の環境保全活動の推進には, 風通しの良い組織風土が貢献

する｡ なお, 風通しの良い組織風土とは, 具体的には以下を指すもの

とする｡ すなわち, 従来とは異なる状況が生じた場合に臨機応変な意

思決定がなされることである｡ また, 異部門との協力や情報交流に向

けて, インフォーマル・コミュニケーションがなされることである｡

さらには, トップに企業家精神があること, 環境マネジメントに関す

る業務内容への裁量権が現場 (営業部門, 開発部門, 生産部門, 管理

部門など) にあることである｡

従来の延長線での事業の推移が最早期待できず, 誰もが日々新たな状況

への対応を迫られている今日, 企業に求められていることは環境の変化に

対する適切な対応すなわち臨機応変な意思決定と考えられる｡ そのような

状況下で, 顧客に支持され, かつ競合他社に模倣されないような環境配慮

型製品を開発するためには, 組織内における知の結集とそのための組織メ

ンバーによる創造性の発揮が何よりも重要と考えられる｡

組織内における知の結集を図るためには, たとえ直接的には環境配慮型

製品開発に取り組む状況下ではない部門においても, 日常的にインフォー

マル・コミュニケーションを通じてどの部門に優れた技術, 知識, ノウハ

ウがあるのかについての情報を組織は共有しておく必要があると考えられ

る｡

一方, 組織メンバーによる創造性の発揮を図るためにトップに求められ

ることは, 統制 (コントロール) ではなく, 新製品や新事業の開発に向け

て溢れんばかりの企業家精神と考えられる｡ また, 環境配慮型製品開発に

向けて従業員の挑戦意欲が喚起されるためには, 現場がエンパワーメント
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(従業員が自らを意思決定できる者やパワーある者と認識している状態)14)

されている必要があると考えられる｡ さらには, 現場のエンパワーメント

のためには環境マネジメントに関する業務内容に対する裁量権が現場に求

められていると考えられる｡

� 仮説の検証に共分散構造分析手法を用いる理由

今回のアンケート調査に対する多変量解析手法として考えられる手法に,

例えば主成分分析手法と因子分析手法がある｡ 主成分分析手法は観測され

たいくつかの量的変数を合成して, データの持つ情報をよく説明できる新

たな次元を探り出す手法であり15), そのような新たな次元としての主成分

とそれに対する多くの変数との関係性 (1対多の関係性) を解析するのに

適している｡ また, 因子分析手法は観測変数の中から潜在的な変数を創り

出すことを目的にしており16), 多くの観測変数に対する共通因子 (多対 1

の関係性) を解析するのに適している｡

これに対し, 共分散構造分析手法は直接観測できない潜在変数を導入し,

その潜在変数と観測変数との間の因果関係を同定することにより社会現象

や自然現象を理解するための統計的アプローチであり17), 多対多の関係性

の解析に適している｡

本稿の問題意識は, マネジメント要因である環境保全活動, 環境保全活

動の推進に向けたトップの役割, ミドルの役割, 組織風土, 人材マネジメ

ントの相互の関係性 (多対多の関係性) の解析であり, この目的に適して

いるのが上記の通り共分散構造分析手法であることから, 今回の仮説の検

証に共分散構造分析手法を用いることにする｡

� 共分散構造分析手法における潜在変数と観測変数

共分散構造分析手法における潜在変数は, 構築した仮説 1～4に鑑み,

環境保全活動, 環境保全活動に対するトップの役割, ミドルの役割, 人材
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マネジメント, 風通しの良い組織風土である｡

環境保全活動という潜在変数に対する観測変数は, 以下の 9項目である｡

すなわち, 3 R (Reduce (廃棄物の発生抑制や削減), Reuse (再利用),

Recycle (再生利用)), 環境報告書の作成と公表, グリーン購入 (環境保

全に貢献する製品・部品の購入), 環境会計 (企業の環境配慮についての

費用と便益を金額もしくは物量で表示する会計), ライフサイクル・アセ

スメント (製品の設計段階から廃棄に至る全ての段階を通しての総合的環

境影響の評価), エコ・デザイン (環境に配慮した製品設計), 推進専門部

署の設置, 従業員への啓発活動, グループ企業の環境保全活動のサポート

である｡

トップの役割という潜在変数に対する観測変数は, 仮説 1に鑑み, 環境

マネジメントに対するビジョンの提示, 環境マネジメントに対するビジョ

ンの従業員への浸透, 環境配慮型製品開発に対するトップのサポートの 3

項目である｡

ミドルの役割という潜在変数に対する観測変数は, 仮説 2に鑑み, 以下

の 5項目である｡ すなわち, 環境マネジメントに対するトップのビジョン

を自部門に浸透させること, 環境マネジメントの推進に関する部下の創造

性を引き出し, 部下からの提案をトップに後押しすること, またミドル自

身もトップに対し提案すること, 環境マネジメントの推進に向けて異部門

交流を図ることである｡

人材マネジメントという潜在変数に対する観測変数は, 仮説 3に鑑み,

以下の 9項目である｡ すなわち, 環境配慮型製品開発に対するプロセス評

価, チーム評価 (構想段階, 試作段階, 実用化段階, 改良段階), 前向き

な失敗に対する寛容な評価, 人事評価結果の説明や目標設定に関して, 上

司と部下の間での合意, 環境マネジメントに関する業務目標の設定, 目標

が達成できなかった従業員に対する組織としてのフォローアップがなされ

ることである｡

― 72―



風通しの良い組織風土という潜在変数に対する観測変数は, 仮説 4に鑑

み, 以下の 9項目である｡ すなわち, 従来とは異なる状況が生じた場合に

臨機応変な意思決定がなされること, 異部門との協力や情報交流に向けて,

インフォーマル・コミュニケーションがなされること, 環境マネジメント

に関する業務内容に対する現場の裁量権 (営業部門, 開発部門, 生産部門,

管理部門) があること, 環境マネジメントの推進に向けて, 技術, 知識,

ノウハウの共有がなされていること, 同様に従業員が創造的なアイディア

の提案や活動をしていること, トップに企業家精神があることである｡

� 共分散構造分析結果

共分散構造分析の結果, 図 1の通りのパス図と表 5の通りの標準化係数

(潜在変数間, 観測変数←潜在変数) が得られた｡ モデルの適合指標は,

図 1の通り CMIN (��値)；2789.455, CFI (Comparative Fit Index／比

較適合度指標)；0.734, RMSEA (Root Mean Square Error of Approxi-

mation／平均二乗誤差平方根)；0.109であり, 今回の分析に耐えうるだ

けの結果は得られたと考えられる｡
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注. 図中の数値は標準化係数であり, 斜体字以外は 5％水準で有意｡

図 1 共分散構造分析のパス図 (潜在変数間の関係)

CMIN (��値)；2789.455, CFI (比較適合度指標)；0.734,

RMSEA (平均二乗誤差平方根)；0.109

環境保全活動への取り組み

風通しの良い組織風土

ミドルの役割

トップの役割

人材マネジメント

0.062 －0.0810.415

0.0400.494
0.451

0.687
0.055

0.320

0.520
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表 5 共分散構造分析結果 (標準化係数) 一覧

潜在変数 潜在変数 標準化係数

潜在変数間

環境保全活動への取り組み ← 風通しの良い組織風土 0.415

環境保全活動への取り組み ← ミドルの役割 0.062

環境保全活動への取り組み ← 人材マネジメント －0.081

環境保全活動への取り組み ← トップの役割 0.520

風通しの良い組織風土 ← ミドルの役割 0.494

風通しの良い組織風土 ← 人材マネジメント 0.040

風通しの良い組織風土 ← トップの役割 0.451

ミドルの役割 ← 人材マネジメント 0.055

ミドルの役割 ← トップの役割 0.687

人材マネジメント ← トップの役割 0.302

観測変数 潜在変数 標準化係数

観測変数
←潜在変数

3 R(Reduce, Reuse, Recycle) ← 環境保全活動への取り組み 0.704

環境報告書の作成と公表 ← 環境保全活動への取り組み 0.685

グリーン購入 ← 環境保全活動への取り組み 0.671

環境会計 ← 環境保全活動への取り組み 0.607

ライフサイクル・アセスメント ← 環境保全活動への取り組み 0.621

エコ・デザイン ← 環境保全活動への取り組み 0.533

推進専門部署の設置 ← 環境保全活動への取り組み 0.736

従業員への啓発活動 ← 環境保全活動への取り組み 0.699

グループ企業の環境保全活動の
サポート

← 環境保全活動への取り組み 0.705

臨機応変な意思決定 ← 風通しの良い組織風土 0.497

異部門との協力や情報交流に向
けたインフォーマル・コミュニ
ケーション

← 風通しの良い組織風土 0.610

トップの企業家精神 ← 風通しの良い組織風土 0.100

環境マネジメントに関する業務
内容への裁量権 (営業部門)

← 風通しの良い組織風土 0.589

環境マネジメントに関する業務
内容への裁量権 (開発部門)

← 風通しの良い組織風土 0.568

環境マネジメントに関する業務
内容への裁量権 (生産部門)

← 風通しの良い組織風土 0.549

注. 表中の標準化係数は, 斜体字以外は 5％水準で有意｡
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表 5 共分散構造分析結果 (標準化係数) 一覧 (続き)

観測変数 潜在変数 標準化係数

観測変数
←潜在変数

環境マネジメントに関する業務
内容への裁量権 (管理部門)

← 風通しの良い組織風土 0.611

環境マネジメントの推進に向け
た技術, 知識, ノウハウの共有

← 風通しの良い組織風土 0.783

環境マネジメントの推進に向け
た従業員の創造的なアイディア
の提案や活動

← 風通しの良い組織風土 0.789

環境マネジメントに対するトッ
プのビジョンの自部門への浸透

← ミドルの役割 0.816

環境マネジメントの推進に関す
る部下の創造性の引き出し

← ミドルの役割 0.899

環境マネジメントの推進に関す
る部下からの提案のトップへの
後押し

← ミドルの役割 0.911

環境マネジメントの推進に関す
るミドル自身のトップへの提案

← ミドルの役割 0.856

環境マネジメントの推進に向け
た異部門交流

← ミドルの役割 0.872

環境配慮型製品開発に対するプ
ロセス評価

← 人材マネジメント 0.633

環境配慮型製品開発に対するチー
ム評価 (構想段階)

← 人材マネジメント 0.855

環境配慮型製品開発に対するチー
ム評価 (試作段階)

← 人材マネジメント 0.921

環境配慮型製品開発に対するチー
ム評価 (実用化段階)

← 人材マネジメント 0.976

環境配慮型製品開発に対するチー
ム評価 (改良段階)

← 人材マネジメント 0.959

前向きな失敗に対する寛容な評価 ← 人材マネジメント 0.324

人事評価結果の説明や目標設定
に関する上司と部下の合意

← 人材マネジメント 0.172

環境マネジメントに関する業務
目標の設定

← 人材マネジメント 0.342

目標が達成できなかった従業員
に対する組織としてのフォロー
アップ

← 人材マネジメント 0.207

環境マネジメントに対するビジョ
ンの提示

← トップの役割 0.745

環境マネジメントに対するビジョ
ンの従業員への浸透

← トップの役割 0.779

環境配慮型製品開発に対するサ
ポート

← トップの役割 0.448

注. 表中の標準化係数は, 斜体字以外は 5％水準で有意｡



得られたパス図と標準化係数に基づく仮説 1～4の検証結果は以下の通

りである｡

１) ｢仮説１ 企業の環境保全活動の推進には, トップがその役割を

果たすことが貢献する｣ の検証結果

｢トップの役割｣ から ｢環境保全活動への取り組み｣ への標準化係数は

0.520 (有意) である｡ また, ｢トップの役割｣ から ｢風通しの良い組織風

土｣ への標準化係数は 0.451 (有意), ｢風通しの良い組織風土｣ から ｢環

境保全活動への取り組み｣ への標準化係数は 0.415 (有意) である｡ 以上

より, ｢トップの役割｣ は ｢企業の環境保全活動の推進｣ に対して直接的

に貢献すると共に, ｢風通しの良い組織風土｣ を経由して間接的にも貢献

すると考えられる｡ 従って, 仮説 1は支持されたと考えられる｡

２) ｢仮説２ 企業の環境保全活動の推進には, ミドルがその役割を

果たすことが貢献する｣ の検証結果

｢ミドルの役割｣ から ｢環境保全活動への取り組み｣ への標準化係数は

0.062 (非有意) である一方, ｢ミドルの役割｣ から ｢風通しの良い組織風

土｣ への標準化係数が 0.494 (有意), ｢風通しの良い組織風土｣ から ｢環

境保全活動への取り組み｣ への標準化係数は 0.415 (有意) である｡ 以上

より, ｢ミドルの役割｣ は ｢企業の環境保全活動の推進｣ に対して直接的

に貢献するとは必ずしも考えられない一方, ｢風通しの良い組織風土｣ を

経由して間接的に貢献すると考えられる｡ 従って, 仮説 2は支持されたと

考えられる｡

３) ｢仮説３ 企業の環境保全活動の推進には, 人材マネジメントが

機能していることが貢献する｣ の検証結果

｢人材マネジメント｣ から ｢環境保全活動への取り組み｣ への標準化係
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数は－0.081 (有意) である一方, ｢人材マネジメント｣ から ｢風通しの良

い組織風土｣ への標準化係数が 0.040 (非有意), ｢風通しの良い組織風土｣

から ｢環境保全活動への取り組み｣ への標準化係数は 0.415 (有意) であ

る｡ 以上より, ｢人材マネジメント｣ は ｢企業の環境保全活動の推進｣ に

対して直接的に貢献するとは必ずしも考えられない一方, ｢風通しの良い

組織風土｣ を経由して間接的に貢献するとも必ずしも考えられない｡ 従っ

て, 仮説 3は支持されたとは必ずしも考えられない｡

４) ｢仮説４ 企業の環境保全活動の推進には, 風通しの良い組織風土

が貢献する｣ の検証結果

｢風通しの良い組織風土｣ から ｢環境保全活動への取り組み｣ への標準

化係数は 0.415 (有意) である｡ 以上より, ｢風通しの良い組織風土｣ は

｢企業の環境保全活動の推進｣ に対して直接的に貢献すると考えられる｡

従って, 仮説 4は支持されたと考えられる｡

7. 結論と今後の課題

仮説 1, 2, 4の検証結果により, 企業の環境保全活動の推進には, トッ

プがその役割を果たすことや風通しの良い組織風土が直接的に貢献すると

同時に, トップやミドルがその役割を果たすことが風通しの良い組織風土

を通じて貢献することが実証された｡

その一方で, 仮説 3が支持されたとは必ずしも考えられないことは, 環

境保全活動の先進企業に対するインタビュー調査18) と相反するものとなっ

ている｡ 具体的には, それらの企業では, 各部門に環境保全活動への取り

組みを推進していくために, 人材マネジメントに関して, 各部門の業績評

価項目に環境保全活動に関する項目を盛り込むようにしており, その結果

環境保全活動が推進されたとのことであった｡ これは, 少なくとも現場レ
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ベルでは, 環境保全活動の推進に貢献しうる人材マネジメントの可能性を

示している｡ 従って, 今回の共分散構造分析では支持されたとは必ずしも

考えられないながら, ｢人材マネジメントが環境保全活動への取り組みに

必ずしも貢献しない｣ と判断してしまうのは早計と考えられる｡

今回の共分散構造分析で仮説 3が支持されたとは必ずしも考えられない

理由としては, 例えば今回のアンケート調査の質問項目に ｢環境マネジメ

ントに関する業務目標の設定｣ という項目を盛り込んだものの, 質問意図

が回答者に十分に伝わらなかった可能性などが考えられ, 人材マネジメン

トと環境保全活動との関係についての分析は今後の課題としたい｡

付 記

本研究を進めていくに当たり, 貴重なお時間を割いてアンケート調査, インタ

ビュー調査にご協力下さいました関係各位にこの場をお借りして厚く御礼申し上

げます｡

筆者は, 早稲田大学・拓殖大学・静岡大学・環境マネジメント・共同研究グルー

プの共同研究者であり, 本研究は, 同グループに対する環境省からの研究助成

(2009年度 (平成 21年度)～2011年度 (平成 23年度) 政策研究 ｢環境政策と企

業行動に関する研究分野｣) の一部を使わせていただきましたことに対し, この

場をお借りして厚く御礼申し上げます｡

1) 伝統的な経営戦略論とは, トップ・マネジメントの視点を中心として戦略

形成プロセスを論じる学派を指している (十川廣國 『新戦略経営・変わるミ

ドルの役割』 文眞堂, 2002年, p. 26)｡

2) 十川廣國 『新戦略経営・変わるミドルの役割』 文眞堂, 2002年, pp. 19�21.

3) 十川廣國 『新戦略経営・変わるミドルの役割』 文眞堂, 2002年, p. 20.

4) 十川廣國 『新戦略経営・変わるミドルの役割』 文眞堂, 2002年, p. 7, 青

木幹喜 『エンパワーメント経営』 中央経済社, 2006年, p. 11.

5) 金原達夫, 金子慎治 『環境経営の分析』 白桃書房, 2005年, pp. 17�32.

6) 十川廣國 『CSRの本質』 中央経済社, 2005年, p. 109.

7) 十川廣國 『CSRの本質』 中央経済社, 2005年, p. 109.
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《注》



8) 十川廣國 『CSRの本質』 中央経済社, 2005年, p. 109.

9) 十川廣國 『CSRの本質』 中央経済社, 2005年, p. 109.

10) アンケート調査結果の詳細については, 赤尾健一, 鵜殿倫�, 角田光弘,

黒川哲史, 鷲津明由 ｢環境マネジメントシステムと企業行動｣, 早稲田大学社

会科学総合学術院 ‘Working Paper Series,’ No. 2011�6, 2011年, Appendix,

pp. 1�6の通りである｡

11) (スコア 1, 2) とは, アンケートの回答候補 ｢1：あまり前向きとは言えな

い｣ から ｢6：十分に前向きに取り組んでいる｣ の内, 1もしくは 2と回答し

た企業を表すものとする｡

12) (スコア 3, 4) とは, 同様に 3もしくは 4と回答した企業を表すものとする｡

13) (スコア 5, 6) とは, 同様に 5もしくは 6と回答した企業を表すものとする｡

14) 青木幹喜 『エンパワーメント経営』 中央経済社, 2006年, pp. 8�10.

15) 村瀬洋一, 高田洋, 廣瀬毅士 『SPSSによる多変量解析』 オーム社, 2007

年, p. 223.

16) 村瀬洋一, 高田洋, 廣瀬毅士 『SPSSによる多変量解析』 オーム社, 2007

年, p. 249.

17) 狩野裕, 三浦麻子 『グラフィカル多変量解析 (増補版)―AMOS, EQS,

CALISによる目で見る共分散構造分析』 現代数学社, 2002年, p. v.

18) 本内容は, A社の関係者の方々へのインタビュー調査 (2010年 4月 30日),

B社の関係者の方々へのインタビュー調査 (2010年 8月 25日) に基づく｡
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